
消費生活相談の傾向（総論）

〇消費生活相談の年齢分布（2020年）

（備考）令和４年版消費者白書より抜粋。
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〇消費生活相談件数の推移



（出展）国民生活センター発表資料（令和３年９月２日）より抜粋。

〇コロナ禍でデジタルサービスの利用が増え、高齢者の「通信販売」に関する相談が増加し、2020年度は過去最多。

消費生活相談の傾向（高齢者）
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消費生活相談の傾向（若年者）

〇 「美容」や「もうけ話」をめぐるトラブルの動向を見ると、10～20歳代の割合が増加。

10（備考）国民生活センター発表資料より抜粋。



○若者の相談では、もうけ話や美容関連の相談が上位に。

○20歳未満のオンラインゲームに関する消費生活相談が増加。

消費生活相談の傾向（若年者）

11（備考）消費者庁「令和４年消費者白書」より抜粋。



○通信販売での「定期購入」に関する消費生活相談は、2021年は減少に転じるが、「化粧品」の相談は増加。

○SNSが何らかの形で関連している消費生活相談も引き続き増加傾向。

※ 相談内容としては主に以下のような事例がみられる。
①SNSでの広告をきっかけとしてトラブルになる事例
②SNSでの勧誘をきっかけとしてトラブルになる事例
③SNSで知り合った相手との個人間取引でトラブルになる事例

消費生活相談の傾向（デジタル化）

12（備考）消費者庁「令和４年消費者白書」より抜粋。



SDGｓに関する意識・行動

（備考）損害保険ジャパン株式会社「ＳＤＧｓ・ 社会課題 に関する意識調査」より抜粋。調査期間：２０２１ 年 ７ 月 ９ 日～ ７ 月 １３ 日。 13



SDGｓ、エシカル消費に関する意識①

（出展）消費者庁物価モニター調査（10月確報）より抜粋。 14



SDGｓ、エシカル消費に関する意識②

（出展）消費者庁物価モニター調査（10月確報）より抜粋。 15
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改訂学習指導要領

• 改訂指導要領においては、金融経済教育や持続可能な社会の構築の観点の追加等、消費者教育の充実が
はかられている。

• 小学校は令和２年度～、中学校は令和３年度～全面実施。高等学校は令和４年度から年次進行で実施。

小学校 中学校 高等学校

社会
〔第３学年〕
(2) 地域に見られる生産や販売の仕事について，学習の問題

を追究・解決する活動を通して，次の事項を身に付けることが
できるよう指導する。（略）

〔第４学年〕
(2) 人々の健康や生活環境を支える事業について，学習の問

題を追究・解決する活動を通して，次の事項を身に付けること
ができるよう指導する。（略）

〔第５学年〕
(2) 我が国の農業や水産業における食料生産について，学習

の問題を追究・解決する活動を通して，次の事項を身に付け
ることができるよう指導する。（略）
(3) 我が国の工業生産について，学習の問題を追究・解決する

活動を通して，次の事項を身に付けることができるよう指導す
る。（略）
(4) 我が国の産業と情報との関わりについて，学習の問題を追

究・解決する活動を通して，次の事項を身に付けることができ
るよう指導する。（略）

社会
Ａ私たちと現代社会
(2) 現代社会を捉える枠組み

対立と合意，効率と公正などに着目して，課題を追究し
たり解決したりする活動を通して，次の事項を身に付け
ることができるよう指導する。（略）

Ｂ私たちと経済
(1) 市場の働きと経済

対立と合意，効率と公正，分業と交換，希少性などに着
目して，課題を追究したり解決したりする活動を通して，
次の事項を身に付けることができるよう指導する。（略）
(2) 国民の生活と政府の役割

対立と合意，効率と公正，分業と交換，希少性などに着
目して，課題を追究したり解決したりする活動を通して，
次の事項を身に付けることができるよう指導する。（略）

Ｃ私たちと政治
(1) 人間の尊重と日本国憲法の基本的原則

対立と合意，効率と公正，個人の尊重と法の支配，民主
主義などに着目して，課題を追究したり解決したりする
活動を通して，次の事項を身に付けることができるよう
指導する。（略）

公共
Ｂ自立した主体としてよりよい社会の形成に参画する
私たち

自立した主体としてよりよい社会の形成に参画するこ
とに向けて，現実社会の諸課題に関わる具体的な主
題を設定し，幸福，正義，公正などに着目して，他者と
協働して主題を追究したり解決したりする活動を通して，
次の事項を身に付けることができるよう指導する。
（略）

家庭
〔第５学年及び第６学年〕
Ｃ消費生活・環境
次の(1)及び(2)の項目について，課題をもって，持続可能な社

会の構築に向けて身近な消費生活と環境を考え，工夫する活
動を通して，次の事項を身に付けることができるよう指導する。
(1) 物や金銭の使い方と買物
(2) 環境に配慮した生活

技術・家庭
Ｃ消費生活・環境
次の(1)から(3)までの項目について，課題をもって，持続

可能な社会の構築に向けて考え，工夫する活動を通し
て，次の事項を身に付けることができるよう指導する。
(1) 金銭の管理と購入
(2) 消費者の権利と責任
(3) 消費生活・環境についての課題と実践

家庭基礎
Ｃ持続可能な消費生活・環境
次の(1)から(3)までの項目について，持続可能な社会

を構築するために実践的・体験的な学習活動を通して，
次の事項を身に付けることができるよう指導する。
(1) 生活における経済の計画
(2) 消費行動と意思決定
(3) 持続可能なライフスタイルと環境

（備考）文部科学省「学習指導要領における消費者教育に関する主な内容（抜粋）」より抜粋。



消費者白書特集テーマ

平成29年 若者の消費
平成30年 子どもの事故防止に向けて
令和元年 消費者庁及び消費者委員会の10年
令和２年 つくる責任、つかう責任、減らす責任～食品ロス削減

―持続可能な社会のために
令和３年 「新しい生活様式」における消費行動～「消費判断のよりどころ」の変化
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令和３年の地方からの提案等に関する対応方針について
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